
　

氏名 中田　哲也

評価者 組織 産業立地課 職 課長 氏名 中田　哲也

施策体系シート（行政経営Ｂシート）

作成者 組織 産業立地課 職 課長

施策の目標 成果指標 単位
目標値
（年度）

現状値

(H27) (H26) (H27)
誘致企業による石川県のGDPへの寄与 億円

400 578.0

評価
（年度） （年度）

施策1 企業誘致の推進

(H27) (H26) (H27)

639.0
Ａ

事業の
有効性

施策2 港湾振興の推進 金沢港及び七尾港の取扱貨物量 千トン
1,820 1,185 1,325

（年度）

Ｃ

現状値
事務事業 対象

予算 決算

施策の目標達成に向けて重点的に取り組むべき課題 課題に対する主な取り組み

施策1 課題1 企業立地の促進 誘致企業における新規雇用 人

評価

施策 課題 成果指標 単位
目標値
（年度）

今後の
方向性（年度） （千円） （千円）

2,087
827,000 615,000 Ｂ1

創造的産業等立地促進補助金 企業

雇用拡大関連企業立地促進補助金 企業

Ｂ

継続
(H27) (H26) (H27)

3,500 1,855

継続2 225,000 153,000

4,766 Ｂ

3

金沢港物流ルート転換支援事業費補助
金

金沢港振興協
会

誘致企業産学連携研究開発補助金 企業

6,000 

継続4,000 982 Ａ

クルーズ船誘致強化事業費補助金 金沢港振興協会、七尾港
整備・振興促進協議会

拡大
(H27) (H26) (H27)

671 387 471
1

15,750 12,750 Ａ2

施策2 課題1 港湾利用の活性化（金沢港） 金沢港における輸出取扱貨物量 千トン

12,000 12,000 Ｂ

継続

継続
(H27) (H26) (H27)

555 175 167
1

七尾港木材総合拠点化推進事業費補助
金

七尾港整備・振
興促進協議会

課題2 港湾利用の活性化（七尾港） 七尾港の取扱貨物量（公共ふ頭） 千トン
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事業の背景・目的

事業の概要

これまでの見直し状況

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 雇用拡大関連企業立地促進補助金
事業開始年度 Ｈ８ 事業終了予定年度 作

成
者

組　　織 産業立地課
根拠法令
・計画等

職・氏名 主任主事　石川　達也
電話番号 076 225 1517 内線 4435

施策・課題の状況
　企業の立地を促進することにより、産業の振興及び雇用機会の拡大を図り、もって県土の均衡ある発展と県民の福祉の
向上に資する。

施策 戦略的企業誘致の推進 評価 A
課題 企業立地の推進

指標 誘致企業における新規雇用 単位 人
目標値 現状値

平成27年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
3,500 1,722 1,811 1,826 1,855 2,087

事業費
（単位：千円） 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

事業費
予算 537,000 484,000 449,000 278,000 827,000
決算 537,000 484,000 449,000 278,000 615,000

一般
財源

予算 537,000 484,000 449,000 278,000 827,000
決算 537,000 484,000 449,000 278,000 615,000

評価
事業費累計

項目 評価

10,733,500 11,182,500 11,460,500 12,075,50010,249,500

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

継
続

　県としては、平成26年５月に策定した「産業成長戦略」の方
針に基づき、今後も引き続き県内産業の高度化、雇用の創
出等を目的として、企業誘致に積極的に取り組む必要があ
る。

　平成11年度において、能登地域を中心とした過疎・準過疎地域への企業進出の促進を図るため、補助要件（新規地元雇用者数、
投資額）の緩和を行うとともに、補助対象の拡大を行った。
　平成15年度において、補助対象業種の拡大(コールセンター等)、補助要件の緩和並びに補助対象の拡大(県外からの移転従業員の
追加、コールセンターの回線利用料に対する補助)を行った。
　平成16年度において、補助限度額及び県外からの移転従業員の補助単価を引き上げ、また、県内企業の立地場所制限を廃止。
　平成17年度末で3年間の時限措置で設けたコールセンターの通信費（回線使用料の1/2(4千万円/年、3年以内)）に対する助成廃止。
　平成19年度において、奥能登地域での特認要件の緩和（100億円以上→30億円以上、100人以上→30人以上）を実施。
  平成23年度において、増設時の限度額を1回当たり2億円とし、1企業への交付限度額を5億円から10億円に引き上げ。
　平成２６年度において、補助対象業種の拡大を(植物工場、流通加工を伴う物流施設)を行った。

左記の評価の理由

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

B

　企業誘致は県内の産業構造の高度化を促進し、地域経済
の活性化や雇用の拡大等、直接的・間接的な波及効果は極
めて大きく、平成26年の工業出荷額では、県全体の約25％、
従業員数では、県内製造業の約16％を誘致企業が占めてい
る。
　平成27年度は県外から新たに6社（前年比＋3社）を誘致
し、これによって誘致企業は累計で１５２社となっている。

※新設は、県外からの新規立地をいう。 
※特認の適用は、投資額１００億円以上かつ常時雇用者数(純増)１００人以上(増設の場合は先のいずれか)であって、市町が 
    同等の助成を行う場合に限る。 
    なお、過疎地域で知事が特に認めた地域は、投資額３０億円以上かつ常時雇用者数(純増)３０人以上   (増設の場合は先の 
    いずれか)とし、限度額は新設７.５億円、増設３億円／回とする。ただし、県の補助金額は市町の助成額を超えないものとする。 
※民有地における増設にあっては、市町が助成を行う場合に限る。なお、補助金額は上記表の計算式の半額と、市町の助成額 
    のいずれか低い額以内とする。 
※情報処理・提供サービス施設のうちコールセンターについては、従業員数が１００名以上のものとする。 
※過疎地域等･･････七尾市、輪島市、珠洲市、加賀市(うち旧山中町)、羽咋市、白山市(うち旧河内村、旧吉野谷村、旧鳥越村、 
                              旧尾口村、旧白峰村)、志賀町、宝達志水町、中能登町、穴水町、能登町 

過疎地域
過疎地域を除く

加賀地域

新設

増設 1億円以上 5億円以上

5人以上 15人以上

新設 20% 5%

増設 10% 2.5%

新設

増設

補
助
額

補助率
10%

対象経費
土地・建物・機械設備の取得費、リース料、
(他県からの)移転費、電気施設設置の負担金

補助金計算式 投資額×補助率＋常時雇用者数(純増)×50万円

5%

限度額
5億円　特認10億円(市町分合わせて20億円)✳

2億円　特認5億円(市町分合わせて10億円)✳

投資額

1億円以上

3億円以上
(民有地は5億円以上)

対象
○製造業の工場
○植物工場
○流通加工を伴う物流施設　　　　　　　　等

要
件

立地地域
過疎地域を除く

能登地域

常時雇用者数 10人以上
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事業の背景・目的

事業の概要

これまでの見直し状況

産業立地課
根拠法令
・計画等

職・氏名 主任主事　石川　達也
電話番号 076 225 1517 内線

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 創造的産業等立地促進補助金
事業開始年度 Ｈ８ 事業終了予定年度 作

成
者

組　　織

企業誘致における新規雇用 単位 人

4435

企業立地の推進
指標

平成27年度 平成23年度 平成24年度
目標値 現状値

平成27年度

施策・課題の状況

　創造的な産業等の立地を促進することにより、産業構造の高度化等の推進及び雇用機会の拡大を図り、
もって本県経済の健全な発展と県民の福祉の向上に寄与することを目的とする。

施策 戦略的企業誘致の推進 評価 Ａ
課題

平成25年度 平成26年度
3,500 1,722 1,811 1,826 1,855

46,000 225,000
153,000

（単位：千円） 平成23年度 平成24年度

決算 320,000

決算

2,087

平成25年度 平成26年度 平成27年度

事業費
予算 320,000 389,000 389,000

320,000 389,000 389,000 46,000
320,000 389,000 389,000 46,000

継
続

　県としては、平成26年５月に策定した「産業成長戦略」の方
針に基づき、今後も引き続き県内産業の高度化、雇用の創
出等を目的として、企業誘致に積極的に取り組む必要があ
る。

　平成７年度に「石川県における先端産業等の立地の促進に関する条例」を廃止し、従来の生産拠点重視
の視点を見直し、本社・統括管理機能や研究・開発機能などにも着目した「石川県における創造的産業等
の立地の促進に関する条例」を制定。
 平成23年度に、投資額要件を3億円から5億円に引き上げるともに、大規模投資等の場合、限度額を15億
円から30億円に引き上げ。

評価
10,265,000

389,000 389,000 46,000
一般
財源

予算

事業費

10,418,000

225,000

事業費累計 9,441,000 9,830,000 10,219,000
153,000

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

項目 評価 左記の評価の理由

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

Ｂ

　企業誘致は県内の産業構造の高度化を促進し、地域経済
の活性化や雇用の拡大等、直接的・間接的な波及効果は極
めて大きく、平成26年の工業出荷額では、県全体の約25％、
従業員数では、県内製造業の約16％を誘致企業が占めてい
る。
　平成27年度は県外から新たに6社（前年比＋3社）を誘致
し、これによって誘致企業は累計で１５２社となっている。

＃知事特認は、次のいずれかに該当する場合に適用 
 1  産業高次機能施設のうち、企業の中枢管理機能に係る事業場を設置する場合で 
         あって、 雇用を著し く増加する場合 
  2  対象①～③のいずれかの指定を受けた企業が当該指定に係る事業場を二以上設置 
       する場合であって、大規模な投資を伴う場合 
 



- -

事業の背景・目的

事業の概要

交付先および補助金額

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

継
続

共同研究のフォローアップによる研究成果の実用化や、研究
開発拠点等の誘致に向けて、誘致企業と県内大学・企業と
が連携した新たな研究開発の掘り起こしに努める

左記の評価の理由

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

A

H27年度に助成した2件の企業は、開発拠点を県内で構える
ことを決定した。誘致企業と県内大学・企業とが連携した研
究開発を支援することにより、誘致企業の技術やノウハウによ
る本県産業の活性化、新製品の実用化や技術の向上、誘致
企業の研究開発拠点の県内立地や生産拠点の拡充につな
げる施策として有効である。

項目 評価

982
評価

事業費累計

4,000
決算 982

一般
財源

予算

4,000
決算 982

事業費
予算

2,087

　交 付 先 ：　本店登記が他の都道府県にあり、研究開発拠点を県外に設置する誘致企業
　補助金額：　１社あたりの上限は２，０００千円（１年間。年度跨ぎ可）
  補助対象経費：　誘致企業と連携体の県内大学・企業が共同研究に必要となる経費

事業費
（単位：千円） 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

　研究開発拠点が県外にある誘致企業が、県内大学・企業と連携し研究開発する場合に助成 3,500 1,722 1,811 1,826 1,855
平成27年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

指標 誘致企業における新規雇用 単位 人
目標値 現状値

4478

施策・課題の状況
　将来的な企業の研究開発拠点の誘致・拡大に向け、企業戦略や新製品・技術に関する情報収集や積極的
な働きかけを強化するため、企業の研究開発支援をマッチングから助成までの充実した支援体制を構築し誘
致企業を支援するとともに、県内大学・企業の連携強化により将来の研究開発拠点の誘致・拡大につなげる。

施策 戦略的企業誘致の推進 評価 A
課題 企業立地の推進

産業立地課
根拠法令
・計画等

職・氏名 主任主事　寺西　奈々
電話番号 076 225 1517 内線

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 誘致企業産学連携研究開発補助金
事業開始年度 Ｈ２７ 事業終了予定年度 作

成
者

組　　織
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事業の概要

事業費

　・補助金　　4,766千円（県補助金）
　・交付先　　(一社）金沢港振興協会(＝事業主体)

※ＲＯＲＯ船…船外への可動式斜路（ランプウェー）を持ち、自走車両（自動車、建機等）を運搬する貨物船

産業立地課
根拠法令
・計画等

職・氏名 専門員　大柳　早布
電話番号

施策・課題の状況

4437

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 　金沢港物流ルート転換支援事業費補助金
事業開始年度 H24 事業終了予定年度 組　　織

事業の目的 施策 港湾振興の推進 評価 Ｃ

076 225 1516 内線

作
成
者

平成27年度
671 424 365

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
400 387

　金沢港のコンテナ取扱貨物量については、官民一体となったポートセールス推進によ
り、５年連続過去最高を更新し航路数もコンテナ船・ＲＯＲＯ船※あわせて週１１便と
過去最高の航路数となっている。
　さらなる取扱貨物の拡大に向けては、間接貿易貨物、東南アジア貨物、短納期貨物の
取り込みが重要であるが、これらの貨物を取り込んでいくためには、ポートセールスに
よる物流提案だけでなく、航路の拡充や港湾機能の充実が必要であり、その実現に向け
た多角的な集荷力の強化が必要となっている。
　そこで、東南アジア貨物を中心に、金沢港を利用した物流ルートを構築する荷主のト
ライアル輸送を支援するとともに、新たに民間物流企業の集荷ノウハウと自社施設を活
用した、金沢港での物流拠点化形成のためのトライアルを支援することで、金沢港の集
荷力強化と、新たな物流モデルによる荷主への提案力強化を図り、さらなる貨物量の拡
大につなげる。

課題 港湾利用の活性化（金沢港）
指標 金沢港における輸出取扱貨物量 単位 千トン
目標値 現状値

平成24年度 平成25年度
6,0006,568

平成26年度 平成27年度

471
平成27年度

事業費
予算 2,000 3,291

事業費
（単位：千円） 平成23年度

1,509 4,568 10,466

2,000 3,291 6,568
5,898

一般
財源

予算
4,766

1,509 3,059 5,898 4,766決算

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

項目

Ｂ

平成２７年の外貿コンテナ貨物の取扱量は、中国経済の減
速の影響を受けて、中国方面の貨物が約１割減少したもの
の、東南アジア方面貨物の荷主企業等に対して、本助成制
度を活用した物流ルート提案を実施し、１９社の金沢港への
利用転換が実現したこと等により、取扱量としては過去２番
目となった。
　　　　H27実績　58,150本
　　　　H26実績　60.304本
　　　　H25実績　52,998本

1,500
（１）荷主の物流ルート転換トライアル輸送支援
　　対象者：金沢港を利用した新たな物流ルートを構築する荷主
　対象経費：トライアル輸送費用、品質確認のための検証費用等
　　上限額：１００万円（東南アジア以外の方面は５０万円まで）

（２）民間物流企業の集荷ノウハウを活用した拠点化形成トライアル支援
　　対象者：金沢港と民間物流施設を利用して新たな集荷を行う民間物流企業
　　対象経費：貨物の倉庫保管費用の一部
　　上限額：２００万円

決算 1,509 3,059
事業費累計

　・事業費　　9,532千円（県1/2、金沢市1/2）

15,232
評価

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

拡大

航路の維持・拡充に向けては、既存荷主の引き留めと新規
貨物の獲得による貨物量の底上げが喫緊の課題となってい
ることから、引き続き、企業のニーズにあった物流ルートを提
案し、荷主企業のトライアル輸送を支援するとともに、物流企
業の集荷ノウハウの積極的な活用を進めることで、荷主への
提案力と集荷力のさらなる強化を図る。

評価 左記の評価の理由
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○事業の概要

○事業費
  戦略的客船誘致活動の実施
　・事業費　　９,５００千円（県1/2、金沢市・七尾市1/2）
　・補助金　　４,７５０千円（県補助金）
　・交付先　　(一社）金沢港振興協会(＝事業主体)、七尾港整備・振興促進協議会

  継続寄港につなげる受入体制の整備

　・補助金　　８,０００千円（県補助金）
　・交付先　　(一社）金沢港振興協会(＝事業主体)

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 クルーズ客船の誘致強化及び受入体制整備費
事業開始年度 H24 事業終了予定年度 作

成
者

組　　織 産業立地課
根拠法令
・計画等

職・氏名 主任主事　田西　秀紀
電話番号 076 225 1516 内線 4469

施策・課題の状況
○事業の目的 施策 港湾振興の推進 評価 C

　欧米の船会社のアジアマーケット進出が本格化し、他港とのクルーズ船誘致競争が激化す
る中、戦略的な客船誘致活動を展開するほか、「金沢港クルーズ・ウェルカム・クラブ」を中心
とした石川らしい歓送迎や、港から市街地へのシャトルバスサービス等おもてなしの心溢れる
受入対応を行い、継続寄港につなげる受入体制の整備を実施する。

課題 港湾利用の活性化（金沢港）
指標 金沢港における輸出取扱貨物量 単位 千トン
目標値 現状値

471
平成27年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

平成25年度 平成26年度 平成27年度

事業費
予算

671 424 365 400 387

決算 4,100 6,250 15,320

・戦略的客船誘致活動の実施
① 海外クルーズ見本市への出展
② クルーズ船社の幹部等の招聘
③ 海外のクルーズ船社等へのポートセールス
④ 海外港と連携した誘致活動
⑤ 国内港と連携した誘致活動

・継続寄港につなげる受入体制の整備
① 金沢港クルーズ・ウェルカム・クラブの運営、おもてなし力の向上
② 石川らしいおもてなしの心あふれる歓送迎行事の実施
③ 港から市街地へのアクセス向上(シャトルバスサービス)

事業費
（単位：千円） 平成23年度 平成24年度

4,100 6,250 15,320 15,750

28,070

12,750
一般
財源

予算 4,100 5,250 15,320 15,750
決算

　海外見本市への出展や船社幹部を招へいするなど、
積極な誘致活動や、金沢港クルーズウェルカムクラブ
による歓送迎をはじめとする受入体制の整備により、
クルーズの前後に県内での宿泊が期待でき、経済効果
が高い金沢港発着クルーズの寄港が増加している。
　　H23実績　　５本（１本）
　　H24実績　　６本（０本）
　　H25実績　１８本（３本）
　　H26実績　１６本（３本）
　　H27実績　１９本（７本）※括弧内は発着クルーズ

4,100 5,250 15,320 12,750
事業費累計 4,100 10,350 15,320

　・事業費　　１７,０００千円（県1/2、金沢市1/2、但しｼｬﾄﾙﾊﾞｽ事業のみ国1/2、県・市1/4）
今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

継続

　クルーズ船の寄港により、観光事業者をはじめ様々
な分野で経済効果が期待できることから、今後も官民
一体となって誘致活動を継続していく。
　具体的には、本県の特色である伝統文化と嗜好が合
致する欧米富裕層が多く乗船するラグジュアリー船や
前後泊が期待できる発着クルーズといった、より経済
効果の高いクルーズの誘致に、国内外の他港と連携
し、戦略的に取り組む。

評価
項目 評価 左記の評価の理由

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

A
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○事業の目的

○事業の概要
　　七尾港から日本海側他港へ原木をトライアルとしてフィーダー輸送し、商社とともに他港の１．原木フィーダー輸送網の確立

　七尾港から日本海側他港へ原木をトライアルとしてフィーダー輸送し、商社とともに他港の
荷主ニーズを掘り起こし、採算のとれる輸送条件を把握する。

２．製材等の取扱い拡大
　 　　新規貨物のトライアル輸送に助成することより、木材加工品などの取扱い拡大に向け、原木だけ

○事業費
総事業費 １２，０００千円
費用負担 国交省「社会資本整備交付金」１／２、　県１／４、　市１／４

事務事業名 　七尾港木材総合拠点化推進事業費補助金
事業開始年度 H24 事業終了予定年度
根拠法令
・計画等

施策 港湾振興の推進 評価 C

専門員　堀野　共美
電話番号 4469内線

平成27年度

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

作
成
者

組　　織 産業立地課
職・氏名

076 225 1516

平成23年度 平成24年度
162 175

平成25年度 平成26年度

施策・課題の状況

千トン
目標値 現状値

555 211 142

決算

平成26年度 平成27年度

　
　七尾港は「原木」の分野における日本海側拠点化形成促進港に選定され、計画の実現への取組みが
求められている。

　日本海側拠点港への昇格を目指すためにも、国に提案した商社による七尾港を拠点としたフィーダー
輸送を確立し、原木の外貿取扱量が安定して見込める状況にする必要がある。そこで、七尾港を拠点と
したフィーダー輸送について、採算のとれる輸送条件を把握するため、商社と共同しトライアル輸送を実
施する。

　また、七尾港の拠点化に向けては原木だけではなく、製材や加工品など幅広い木材を取扱い、問屋の
多様なニーズに対応できる「木材の総合デパート」として、木材取扱い港の地位向上を図ることが重要で
あることから、事業を拡大し、七尾港の優位性（上屋の充実など）を活かした新規貨物（木材加工品など）
のトライアル輸送を実施する。
   　　　※フィーダー輸送：大型の本船(幹線)により直接寄港する主要港から、
　　　 　　　　　　　　　　　　 小型船に積み替えて別便(支線)で国内各港へ運ぶこと。

課題 港湾利用の活性化（七尾港）
指標 七尾港の取扱貨物量(公共ふ頭) 単位

平成27年度

事業費
予算 13,000 12,000

事業費

12,000
（単位：千円）平成23年度

13,000 12,000 12,000 12,000

167

平成24年度 平成25年度
12,000

事業費累計 13,000 25,000 37,000
決算 3,250 3,000 3,000 3,000

3,000

でなく、合板や製材など問屋の幅広いニーズに対応することで、七尾港の利便性と信頼性を高め
る。

一般
財源

予算 3,250 3,000

　商社と地元合板会社が共同で傭船した本船に、北米材原
木を合い積みして輸入し、日本海側の他港にフィーダー輸
送するトライアルを行うことで、ベースカーゴが確保され、本
船寄港日程や貨物を荷主間で調整することが容易になるとと
もに、県外の問屋や消費者に対して新たな商流を示すことが
できた。
　また、ロシアからの集成材輸入と、木工機械等の輸出を組
み合わせたトライアルを実施した結果、新規貨物の定着を図
ることができた。

49,000

3,000

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

継続

　引き続き、商社や地元経済界と共に、他港の荷主ニーズの
掘り起こしや、採算のとれる輸送条件の把握に努め、原木
フィーダー輸送網の確立を目指す。
　また、木材加工品の取扱い拡大に向けた新たなトライアル
（製材等の取扱い拡大）も実施し、七尾港の木材取扱い港と
しての地位向上を図り、木材の総合拠点となることを目指す。

評価
項目 評価 左記の評価の理由

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

B


